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「2011 年度日本建築学会大会（関東）学術講演梗概集 F-1」p119 ～ p120



- 10 -

（161）『北京胡同の観光化による生活変容と住民意識、経営者意識に関する調査

后海を事例として』（共著）

「2011 年度日本建築学会大会（関東）学術講演梗概集 F-1」p379 ～ p380
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「日本建築学会近畿支部研究報告集第 47 号・計画系」ｐ 589 ～ｐ 592

（113）『第3期介護保険事業計画における日常生活圏域の設定ー日常生活圏域と地域包括

支援センターに関する研究、その1ー』（共著）、2007 年 6 月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第 47 号・計画系」ｐ 609 ～ｐ 612

（114）『全国の自治体における地域包括支援センターの設置状況ー日常生活圏域と地域包

括支援センターに関する研究、その2ー』（共著）、2007 年 6 月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第 47 号・計画系」ｐ 613 ～ｐ 616

（115）『日常生活圏域と地域包括支援センターの関連性ー日常生活圏域と地域包括支援セ

ンターに関する研究、その3ー』（共著）、2007 年 6 月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第 47 号・計画系」ｐ 617 ～ｐ 620

（116）『地域材を活用した木造住宅に対する自治体の助成制度について』（共著）

2007 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 47 号・計画系」

ｐ 701 ～ｐ 704

（117）『住民参加による高齢者福祉施設の開設に関する一考察』（共著）

2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 48 号・計画系」

p157 ～ p160

（118）『放課後子どもプラン実施における学童保育のあり方に関する考察

～一体化事業における保育機能に着目して～』（共著）

2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 48 号・計画系」

p209 ～ p212

（119）『コミュニティビジネスを核とした地域生活圏の再構築に向けて

武庫郡須磨町西代村“村落共同体”蔵史料の一考察』（共著）

2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 48 号・計画系」

p309 ～ p312

（120）『高校生通学時におけるコミュニティバス利用の意識調査

─鈴鹿市C-BUSを事例として─』（共著）

2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 48 号・計画系」

p401 ～ p404

（121）『奈良市中心市街地活性化事業からみる商店街活性化事業のあり方に関する研究』

（共著）、2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 48 号・計画系」

p433 ～ p436

（122）『大学生のコミュニティ参加による都市再生に関する研究』（共著）

2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 48 号・計画系」

p541 ～ p544

（123）『放課後子どもプラン実施における学童保育のあり方に関する考察－連携事業の実

態に着目して－』（共著）、2008 年 6 月「日本建築学会近畿支部研究報告集

第 49 号・計画系」

（124）『奈良県における地産地消型林業の確立に向けた実践的研究』（共著）

2008 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 49 号・計画系」

（125）『振興山村における廃校施設の利用と地域の関わりに関する研究

－奈良県宇陀市の事例を中心として－』（共著）、2008 年 6 月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第 49 号・計画系」

（126）『農用地における土壌汚染対策の実施に関する事例調査』（共著）、2009年6月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」249頁～252頁

（127）『高齢者の在宅生活を支援する介護サービスとかかりつけ医の地域連携に関する

研究－大阪府吹田市を事例として－』（共著）、2009年6月、

「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」333頁～336頁

（128）『介護サービスの利用と基盤整備に関する高齢者の意識調査』（共著）、2009年6月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」337頁～340頁

（129）『長春市の十委社区における要介護高齢者の生活実態に関する研究』（共著）、
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2009年6月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」341頁～344頁

（130）『北京都市総合計画における「両軸・両帯・多中心」の変容について』（共著）、

2009年6月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」381頁～384頁

（131）『コミュニティバス事業への地域住民・商店組織の取り組みに関する研究』（共著）

2009年6月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」405頁～408頁

（132）『住民主体のまちづくりにおける自治連合会のネットワーキングに関する研究

－コミュニティバス本格導入への岐阜県芥見東自治連合会の事例』（共著）

2009年6月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」409頁～412頁

（133）『奈良市中心市街地活性化事業から見る商店街活性化事業のあり方に関する研究

その2』（共著）、2009年6月

「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」565頁～568頁

（134）『炭鉱都市・北海道歌志内市の人口減少とまちづくりについて』（共著）、

2009年6月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第49号・計画系」625頁～628頁

（135）『地域における公立保育所の民営化について ―実施自治体例、及び受託法人

・保護者の意識調査による民営化政策の検討―』(共著)

2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（136）『奈良県における地域材活用のための取り組みについて』(共著)

2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（137）『都市化による失地農民の生活実態に関する研究

―遼寧省朝陽市を事例として―』(共著)

2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（138）『東ウジュムチン旗におけるゲルと固定家屋の利用実態』(共著)

2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（139）『生駒駅前における「100円商店街」の実践とその効果の検証』(共著)

2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（140）『町内会・地域への参加意識に関する研究～奈良女子大学在学生を対象として～』

(共著)、2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（141）『コスト面のシミュレーションによる縮小型都市計画の検証

―人口減少に伴う都市のあり方―』(共著)

2010 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 50 号・計画系」

（142）『内モンゴル沙漠地域における牧畜民の住居に関する研究

－アラシャを事例として－』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（143）『中国・内モンゴル自治区の住宅調査－シリンゴル盟西ウジュムチンを対象に－』

（共著）、2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（144）『中国上海における農民工の子供の放課後生活について』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（145）『長崎市における空き家対策事業について』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（146）『イベントを通した商店街活性化に関する研究

－あるくん奈良まちなかバルを事例として－』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（147）『高齢者の生活交通に関する研究 －奈良市大安寺西地区を事例として－』

（共著）、2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（148）『北京胡同の観光化に伴う生活変容による住民意識と経営者意識の調査

－南鑼鼓巷を事例として－』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（149）『中国上海における「流動人口子女」の教育環境に関する考察』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（150）『社区活動室の現状と高齢者の利用状況 －中国・チチハル市を事例として』
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（共著）、2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（151）『景観規制による既存不適格建築に関する研究 －奈良市中心部を対象として－』

（共著）、2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（152）『賃貸住宅紛争の判例からみた入居者による住宅改修の可能性』（共著）

2011 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 51 号・計画系」

（153）『戸外あそび場における子どもの防犯意識と防犯対策に関する研究

－中国・広州市を事例として－』(共著)

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（154）『特別養護老人ホームの音楽療法空間の現状について』(共著)

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（155）『老人ホームの共用空間における高齢者の余暇生活の実態

－中国・長春市を事例として－』(共著)

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（156）『移動支援施策における福祉有償運送のあり方に関する研究』（共著）

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（157）『人口減少・高齢化が進む郊外住宅地における住民生活の現状把握と今後の課題に

関する研究－大阪府豊能郡豊能町ときわ台を事例として－』（共著）

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（158）『大阪北部郊外住宅地の生活環境と土地利用の変化に関する研究

その1、－住民の生活環境の分析－』（共著）

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（159）『大阪北部郊外住宅地の生活環境と土地利用の変化に関する研究

その２、－土地利用の実態－』

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（160）『商店街活性化事業バルイベントの継続的効果に関する研究

－あるくん奈良まちなかバルを事例として－』（共著）

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（161）『ポスト産業化の都市コミュニティ、歴史に学ぶ安心安全』（共著）

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

（162）『高さ規制による既存不適格建築物－景観的な観点からの提言－』（共著）

2012 年 6 月、「日本建築学会近畿支部研究報告集第 52 号・計画系」

６．３ 日本建築学会その他

（1）『戦後の土地区画整理と住宅地』（共著）、

日本建築学会近畿支部住宅部会「関西の住宅地」、1999 年 3 月、p52 ～ p55

（2）『環境共生時代の工場跡地における土壌汚染対策と再開発

－日本､ イギリス、 アメリカ、オランダ､ ドイツの国際比較研究－』（共著）、

1999 年 9 月、「環境共生時代の都市・地域計画」

「1999 年度日本建築学会大会都市計画部門研究協議会資料」、p173 ～ p178

（3）『中心市街地活性化における住民参加と郊外開発規制に対する取り組みの現状』

（共著）、2002 年 3 月、「日本建築学会研究報告 九州支部第41号」p305～p308

（4）『大型店撤退による地域への影響と対応策に関する研究』（共著）

2003 年 3 月、「日本建築学会研究報告 九州支部第42号」、p393～p396

（5）『生駒駅前商店街活性化事業と都市計画教育』（共著）

2006 年 3 月、日本建築学会近畿支部都市計画部会

「都市計画・まちづくりを学ぶ学生交流会報告書」p49 ～ p54
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（6）『地域変革を促す女性人材育成ー奈良女子大学生活環境学部現代GPにおける取り組

みを事例としてー』（共著）、2006 年 9 月

「期待されるまちづくり連携のプラットフォームーまちづくり実践教育の成果と

展望ー」p105 ～ p110

「2006 年度日本建築学会（関東）都市計画部門、研究協議会資料」

（7）『歴史的市街地に立地する女子大学における実践教育』（共著）、2006 年 9 月

「期待されるまちづくり連携のプラットフォームーまちづくり実践教育の成果と

展望ー」p164

「2006 年度日本建築学会（関東）都市計画部門、研究協議会資料」

６．４ 日本家政学会大会

（1）『高齢者の緑とのふれあいを促進させるために必要な要素について』（共著）、

2000 年 6 月、「日本家政学会第 52 回大会（東京）研究発表要旨集」、p267

（2）『高齢者の社会貢献活動についての一考察

－大阪市内で行われている自然環境学習を事例として－』(共著)、

2001 年 5 月、「日本家政学会第 53 回大会（岡山）研究発表要旨集」、

（3）『市区域内分権とまちづくりへの住民参加に関する研究』(共著)、

2001 年 5 月、「日本家政学会第 53 回大会（岡山）研究発表要旨集」、

（4）『大型店撤退による買物行動の変化と消費者ニーズに関する研究』（共著）

2002 年 6 月、「日本家政学会第 54 回大会（東京）研究発表要旨集」、p221

（5）『自治体による高齢者福祉施設整備およびサービス供給とその圏域に関する調査報

告』（共著）

2002 年 6 月、「日本家政学会第 54 回大会（東京）研究発表要旨集」、p261

（6）『千里ニュータウンにおける生活支援サービスの提供圏域に関する研究』（共著）

2002 年 6 月、「日本家政学会第 54 回大会（東京）研究発表要旨集」、p261

（7）『京都市東九条におけるケーススタディー』（共著）

2002 年 6 月、「日本家政学会第 54 回大会（東京）研究発表要旨集」、p262

（8）『会食会に参加、及び配食サービスを受給する単身高齢者の日常生活からの考察』

（共著）、2002 年 6 月、

「日本家政学会第 54 回大会（東京）研究発表要旨集」、p262

（9）『毎日型配食サービスに関する研究ー高齢者の食生活を支える生活支援システムに

ついてー』(共著)、2003 年 5 月、

「日本家政学会第 55 回大会（東京）研究発表要旨集」、p255

（10）『高齢者の食生活の実態と食事支援のニーズ』（共著）、2003 年 5 月

「日本家政学会第 55 回大会（東京）研究発表要旨集」、p256

（11）『大型店撤退による消費行動への影響と買物満足度』（共著）、2003 年 5 月

「日本家政学会第 55 回大会（東京）研究発表要旨集」、p218

（12）『都市に居住する高齢者の緑行動への支援について』（共著）、2003 年 5 月

「日本家政学会第 55 回大会（東京）研究発表要旨集」、p224

（13）『スウェーデンの配食サービス』（共著）、2004 年 8 月

「日本家政学会第 56 回大会（京都）研究発表要旨集」

（14）『地域別にみた単身高齢者の食生活の実態』（共著）、2004 年 8 月

「日本家政学会第 56 回大会（京都）研究発表要旨集」

（15）『地方自治体における高齢者福祉施設の配置計画に関する研究』(共著)、

2005 年 5 月、「日本家政学会第 57 回大会（＊）研究発表要旨集」p74

（16）『中国・内モンゴルにおける子どもの遊び場に関する研究』(共著)、
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「日本家政学会第 57 回大会（＊）研究発表要旨集」p286

（17）『コミュニティバス運行の全国的現状把握に関する研究』（共著）、2006 年 6 月

「日本家政学会第 58 回大会（秋田）研究発表要旨集」p81

（18）『住工混在地の住民の意識と住工共存に向けての課題について』（共著）、

2006 年 6 月、「日本家政学会第 58 回大会（秋田）研究発表要旨集」p82

（19）『中国・内モンゴルにおける子どもの遊び環境に関する研究』（共著）、2006 年 6 月

「日本家政学会第 58 回大会（秋田）研究発表要旨集」p123

（20）『若年単身者に対する住宅政策のあり方に関する研究ー若者の自立と住宅問題ー』

(共著)、2006 年 6 月、「日本家政学会第 58 回大会（秋田）研究発表要旨集」p188

（21）『北京の都市開発とその計画ー衛星都市から新都市への展開に関する研究ー』
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